
 

三田市農業委員会農地形状変更指導要綱 

 
（目 的） 

第１条 この要綱は、耕作の事業を営む者が、その農地の利用増進を図るため、盛土また

は切土等形状を変更するに当たり、周辺農地に支障を来たさないよう必要且つ適切な措

置を講じ、良好な維持管理を行うことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれの各号に定めると

ころによる。 

 （１） 農地形状変更 農地の利用増進を図るため、農地の埋立て若しくは盛土又は切

土をいう。 

 （２） 施行区域 農地形状変更（以下「形状変更」という。）の用に供する農地の区域

をいう。 

 （３） 施行期間 形状変更を行う期間。 

 （４） 施行者 農地の耕作目的で形状変更を施行する者をいう。 

   

（施行者の責務） 

第３条 施行者は、形状変更を行うに当たっては、この要綱の目的を理解し、優良農地の

保全及び災害の発生の予防のため必要な措置を講じなければならない。 

２ 施行者は、形状変更を行うに当たり、あらかじめ隣接農地所有者・施行区域内の農会・

水利関係者に対し事業内容を説明し、理解を得るように努めるとともに、その事業の施

行に伴う苦情又は紛争が生じたときは、誠意をもってその解決に当たらなければならな

い。 

 

（農地形状変更の承認） 

第４条 施行期間が３ケ月以内であって、かつ、施行区域の面積が３,０００平方メートル

未満に該当する形状変更を行おうとする者は、あらかじめ農業委員会会長（以下「会長」

という。）の承認を受けなければならない 

  

 

（承認申請の手続き） 

第５条 形状変更を行う者は、別表に定める書類を添えて会長に提出しなければならない。 

 

（承認又は不承認に係る審査） 

第６条 会長は、前条の形状変更承認申請があったときは、直近の定例総会に関係書類を

提出し、その意見を聴いて、形状変更承認の適否を決定する。 

 

（承認又は不承認の通知） 

第７条 会長は、前条決定を行ったときは、施行者に対して文書により通知しなければな

らない。この場合において、不承認の処分をするときは、同時に、その処分の理由を明

記しなければならない。 

            



（完了届出） 

第８条 施行者は、農地の形状変更が完了したときは、形状変更完了届を会長に提出しな

ければならない。 

 

（勧告） 

第９条 会長は、形状変更の承認を受けずに形状変更を行った者に対し、その形状変更の

行為の停止及び、農地の復元に必要な装置を講じるように勧告することができる。 

 

（形状変更の制限） 

第 10 条 第１種農地（土地改良施工区域内農地等）について形状変更は認めない。ただし、

周辺の状況から形状変更により農作業等の効率の向上が図られる場合はこの限りではな

い。 

 

（付 則） 

 

 この要綱は、平成１６年７月２１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



        

（別  表） 

添  付  書  類 

土地登記簿謄本 

位置図：土地の位置を示す地図 

見取図：周辺の営農状況を表示した地図 

字限図 

事業計画図：現況及び計画平面図、現況及び計画縦横断面図 

経費見積書 

資金証明 

農振農用地区域外証明又は意見書（市街化区域は不要） 

確約書 

同意書 

  隣接農地の所有者及び耕作者 

  農会長及び水利代表者 

 土地改良区 

  形状変更行為の妨げとなる権利を有する者 

 


